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1.  総論 

1-1.  

 

はじめに 

「都市再生」の意義 

◉ 「都市の再生」とは、近年における急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会情勢の変化に

対応した都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上を図ることを指します。 

◉ 都市は、人々の生活や経済活動等の場を提供する我が国の活力の源泉であり、より快適に生活

できる場の提供等により都市の魅力を高めるとともに、資本や人材等を呼び込み、立地する産

業の国際競争力を向上させる都市再生を的確に推進していくことは、国民生活の向上や経済の

活性化等の観点から重要となっています。 

「都市再生」をめぐる状況 

◉ 従来、まちづくりは行政が中心となって担ってきました。しかし、近年、市民・企業・NPO な

ど、民間主体によるまちづくりの取組が活発になってきており、まちづくりの新たな担い手と

しての民間主体の役割が拡大しつつあります。 

◉ 一方、人口減少に伴う税収の減少、高齢化に伴う社会保障費の増大等により、行政の財政状況

はひっ迫しつつあることから、民間による自主的な取組の公的な側面に着目し、こうした取組

を促進することが重要となっています。 

◉ 平成 23 年 4 月に都市再生特別措置法が改正され、市町村と連携してまちづくりに取り組む団

体を支援する制度や、道路空間を活用してにぎわいのあるまちづくりを実現する制度等ができ

ました。これにより、民間主体にとってはまちづくりの取組を展開しやすくなり、行政にとっ

ては民間主体の取組によるにぎわいの創出や公共施設等の整備・管理の負担軽減が期待されま

す。 

 

都市基盤や公有地等の民間の収益活動等への開放（H23～） 
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◉ 我が国の大都市については、我が国経済の牽引役として世界の都市間競争に対応し、世界中か

らヒト・モノ・カネ・情報を呼び込むため、国際的なビジネス・生活環境、大規模災害に対応

するための環境を整備する必要があります。また、地方都市においては、人口減少や少子高齢

化の進展に対応し、地方創生を実現するため、コンパクトでにぎわいのあるまちづくりを進め

る必要があります（次々頁参照）。加えて、高度経済成長期に大量に供給され、老朽化が進ん

でいる住宅団地について、地域の拠点として再生を図ることが求められています。 

◉ さらに、地方都市をはじめとした多くの都市においては、空き地・空き家等の低未利用地が時

間的・空間的にランダムに発生する「都市のスポンジ化」が進行しており、生活利便性の低下、

治安・景観の悪化、地域の魅力が失われる等の支障が生じています。 

◉ これらの課題に対応し、低未利用地の利用の促進・地域コミュニティによる身の回りの公共空

間の創出・都市機能のマネジメント等の施策を総合的に講ずるため、都市再生特別措置法等の

一部を改正する法律が平成 30 年 7 月に施行されました。 

 

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要（交付：平成 30 年 4 月 25 日、

施工：平成 30 年 7 月 15 日） 
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◉ この手引きは、これらの制度を実際のまちづくりにうまく活用していただけるよう、市町村や

まちづくり団体等の皆さまに向けて、制度の内容やメリット、活用プロセスなどを解説したも

のです。この手引きが、魅力あるまちづくりを進めるサポートとなれば幸いです。 

 

 

 

 

 

  

（参考） この手引きの内容は国土交通省のホームページに「官民連携関連施策」として掲

載されています。➝ 

http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000047.html 
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都市再生の施策の経緯 

都市再生特別措置法の制定  

平成１４年に都市再生特別措置法を制定。政令で指定した都市再生緊急整備地域に対して

以下の支援措置を創設。 

 都市再生特別地区 

 民間都市再生事業計画の認定制度による金融支援（出資・社債等取得、債務保

証、無利子貸付）、税制特例措置（平成１５年～） 等  

 

背景 

 バブル崩壊以後、地価の下落に歯止めがかからない状況 

 少子高齢化、情報化等の進展に伴い、社会・経済環境の変化による、産業構造転

換の必要性 

 災害に対する脆弱性、断片的な国土利用、慢性的な交通渋滞等、大都市における

負の遺産の存在 

 

その後の改正経緯等  

平成１６年 まちづくり交付金制度の創設 

平成１７年 まちづくり交付金のエリアを対象とした民間都市再生整備事業計画の認定制

度による金融支援・税制特例の創設 

平成１９年 都市再生整備推進法人の指定制度の創設、民間都市再生事業計画の認定申請

期限の５年延長 

平成２１年 歩行者ネットワーク協定制度の創設 

平成２３年 国際競争力強化を図るための特定都市再生緊急整備地域制度の創設、都市利

便増進協定制度の創設、大臣認定の前倒し延長、道路占用許可特例制度の創

設 

平成２４年 防災機能の向上を図るための都市再生安全確保計画及び都市再生安全確保施

設に関する協定制度の創設 

平成２６年 市町村によるコンパクトなまちづくりを支援するための立地適正化計画に関

する制度の創設 

平成２８年 民間都市再生事業計画の認定申請期限の５年延長、都市公園の占用許可特例

制度・低未利用土地利用促進協定制度の創設  

平成３０年 立地誘導促進施設協定制度・低未利用土地権利設定等促進計画制度の創設、   

都市再生推進法人の業務の追加 
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1-2.  官民連携まちづくりのプラットフォーム  
（都市再生整備計画活用） 

まちづくりの悩みに応える「都市再生特別措置法」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◉ 以前の都市再生整備計画は、主として市町村を中心とした、旧まちづくり交付金を活用して行

うまちづくりを推進するための計画でした。 

◉ 平成２３年の法改正により「官民連携によるまちの整備・管理のための計画」として、交付対

象事業だけでなく民間主体によるまちづくりの推進を図る活動（＝以下「官民連携まちづくり

の取組」といいます）も記載できるようになりました。 

◉ なお、都市再生整備計画は、交付対象事業を記載せずに、官民連携まちづくりの 取組のみを

計画事項として策定することもできます。 
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◉ 都市再生整備計画に記載することにより、この手引きで紹介する道路占用許可の特例、河川敷

地占用許可、都市公園占用許可の特例、都市利便増進協定、都市再生（整備）歩行者経路協定、

低未利用土地利用促進協定といった制度を活用した、「官民連携まちづくりの取組」が可能と

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


